
業種別集計
（①製造業、②卸売・小売業、飲食店、③農業、④建設業）

●関税措置の影響を受けた回答が多かった上位４業種に関して、 Q2～Q5の各設問に
ついて上位３項目※の集計を行った。（※上位３項目以外は「その他」として表示）

・製造業
・卸売・小売業、飲食店
・農業（畜産農業・畜産サービス業を除く）
・建設業

1

回答のあった６０事業者から抽出

・既に、自社の事業に具体的に大きな影響が生じている（４事業者）

・今後、自社の事業に具体的に大きな影響が生ずることが見込まれている（５６事業者）

1 ．米国関税措置の影響を受けた業種の状況
Q1-2：上記の影響を受けた事業の業種を回答してください。（複数選択可）
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製造業

卸売・小売業、飲食店

農業（畜産農業・畜産サービス業を除く。）

建設業

電気・ガス・熱供給・水道業

サービス業

分類不能の産業

運輸・郵便業

金融・保険業
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２．製造業

12
22%

10
18%

8
15%

25
45% サプライチェーン等様々な経路を通じた関税措置の影響による自社の受注減少

日本から米国向け輸出（出荷）の減少

関税コスト増加に伴う既存の価格上昇分の価格転嫁の困難化

その他

Q2：Q1の具体的な影響の内容を回答してください。（複数回答可）（回答数55）

Q2：関税措置に伴う事業への影響は、米国への輸出に直接的に関連するもの、間接的なもの、いずれも多い。

Q3：影響を受けた事業の対応として「コスト削減」が最も多いが、「価格転嫁」「新たな販路開拓」も多い。

Q4：４割の事業者が経営戦略への影響として「設備投資計画の見直し」を選択。

Q5：「生産性向上の取組みへの支援」のニーズが他業種と比べて多い。
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13
22%

12
20%

11
18%

24
40%

設備投資計画の見直し
生産・輸出計画の見直し
賃上げの困難化
その他

18
21%

12
14%

10
12%

45
53%

情報提供（関税動向に関する正確・迅速な情報、各種支援策に関する情報等）
生産性向上の取組みへの支援
適切な価格転嫁の円滑化対策
その他

Q4：Q1～Q3の内容を通じて、回答時において貴社の経営状況や経営戦略等に大きな影響が及んでいる（又は及ぶことが
見込まれる）場合は、その内容を回答してください。（複数選択可）（回答数60）

Q5：貴社から、県、国、経営支援機関、金融機関等へのニーズがある場合は、回答してください。
（複数選択可、上位４項目まで）（回答数85）

19
31%

15
24%

13
21%

15
24% 自社内でのコスト削減（関税コストの吸収含む）〔人件費以外〕

顧客への価格転嫁
新たな販路開拓
その他

Q3：Q2の事業への影響に対する貴社の対応策（予定含む）について回答してください。（複数選択可）（回答数62）
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３．卸売・小売業、飲食店

4
25%

3
19%

2
12%

2
13%

5
31% 関税コスト増加に伴う既存の価格上昇分の価格転嫁の困難化

米国への輸出一時取り止め、輸出時期延期
日本から米国向け輸出（出荷）の減少
サプライチェーン等様々な経路を通じた関税措置の影響による自社の受注減少
その他

Q2：Q1の具体的な影響の内容を回答してください。（複数回答可）（回答数16）

Q2：関税措置に伴う事業への影響では、「米国への輸出一時取り止め、輸出時期延期」「日本から米国向け輸出の
減少」など輸出に係る需要停滞が他業種と比べて高い。

Q3：影響を受けた事業の対応として、「価格転嫁」に次いで「新たな販路開拓」が多く「コスト削減」を上回る。

Q4：他業種と比べて「設備投資計画」の見直しは比較的少数

Q5：「情報提供」と同程度に「エネルギーコストへの補助」へのニーズが高く、他業種と比べて「新地域への販路
開拓支援」のニーズも多い。
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5
28%

4
22%

3
17%

2
11%

4
22% 賃上げの困難化

生産・輸出計画の見直し
設備投資計画の見直し
事業ポートフォリオ（組合せ、構成）の見直し
その他

5
18%

4
15%

3
11%

15
56%

情報提供（関税動向に関する正確・迅速な情報、各種支援策に関する情報等）

エネルギーコストへの補助

新地域への販路開拓支援

その他

7
37%

4
21%

3
16%

5
26% 顧客への価格転嫁

新たな販路開拓
自社内でのコスト削減（関税コストの吸収含む）〔人件費以外〕
その他

Q4：Q1～Q3の内容を通じて、回答時において貴社の経営状況や経営戦略等に大きな影響が及んでいる（又は及ぶことが
見込まれる）場合は、その内容を回答してください。（複数選択可）（回答数18）

Q5：貴社から、県、国、経営支援機関、金融機関等へのニーズがある場合は、回答してください。
（複数選択可、上位４項目まで）（回答数27）

Q3：Q2の事業への影響に対する貴社の対応策（予定含む）について回答してください。（複数選択可）（回答数19）
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４．農業（畜産農業・畜産サービス業を除く）

2
33%

2
33%

1
17%

1
17% 日本から米国向け輸出（出荷）の減少

その他

サプライチェーン等様々な経路を通じた関税措置の影響による自社の受注減少

関税コスト増加に伴う既存の価格上昇分の価格転嫁の困難化

Q2：Q1の具体的な影響の内容を回答してください。（複数回答可）（回答数6）

Q2：関税措置に伴う事業への影響として、半数の事業者が「日本から米国向け輸出の減少」を選択

Q3：影響を受けた事業の対応として、「新たな販路開拓」が最も多く、「価格転嫁」の選択は無し

Q4：事業者の半数が経営状況への「大きな影響は無い」とする一方で、「設備計画の見直し」や「事業ポートフォ
リオの見直し」など経営戦略に影響しているとする事業者も存する。

Q5：「情報提供」と同程度に「エネルギーコストへの補助」へのニーズが高く、他業種と比べて「資金繰り支援」
のニーズも多い。
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3
34%

2
22%

2
22%

2
22% 大きな影響（又はその見込み）は無い

設備投資計画の見直し
事業ポートフォリオ（組合せ、構成）の見直し
その他

3
20%

3
20%3

20%

2
13%

4
27% 情報提供（関税動向に関する正確・迅速な情報、各種支援策に関する情報等）

エネルギーコストへの補助
適切な価格転嫁の円滑化対策
資金繰り支援
その他

2
25%

2
25%

1
12%

1
12%

1
13%

1
13%

新たな販路開拓
その他
自社内でのコスト削減（関税コストの吸収含む）〔人件費以外〕
自社内でのコスト削減（関税コストの吸収含む）〔人件費〕
サプライヤーとの値下げ交渉
米国での販売縮小・撤退

Q4：Q1～Q3の内容を通じて、回答時において貴社の経営状況や経営戦略等に大きな影響が及んでいる（又は及ぶことが
見込まれる）場合は、その内容を回答してください。（複数選択可）（回答数9）

Q5：貴社から、県、国、経営支援機関、金融機関等へのニーズがある場合は、回答してください。
（複数選択可、上位４項目まで）（回答数15）

Q3：Q2の事業への影響に対する貴社の対応策（予定含む）について回答してください。（複数選択可）（回答数8）
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５．建設業

3
34%

3
33%

1
11%

1
11%

1
11% サプライチェーン等様々な経路を通じた関税措置の影響による自社の受注減少

関税コスト増加に伴う既存の価格上昇分の価格転嫁の困難化
輸出製品の価格上昇による米国以外の国・地域向け輸出（出荷）の減少
他国の米国向け製品の国内市場への流入による販売の減少
輸出分の国内仕向けによる国内価格の低下

Q2：Q1の具体的な影響の内容を回答してください。（複数回答可）（回答数9）

Q2：関税措置に伴う事業への影響は、米国への輸出に直接的に関連しないもの（間接的なもの）で占められている。

Q3：影響を受けた事業の対応は「価格転嫁」が主となり、「コスト削減」は少数

Q4：経営状況への影響として、他業種と比べて「資金繰りの悪化」を挙げる事業者の割合が高い。

Q5：他業種と比べて「新規事業分野への進出支援」や「資金繰り支援」へのニーズが高い。
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5
41%

3
25%

2
17%

2
17% 資金繰りの悪化

賃上げの困難化
設備投資計画の見直し
その他

3
16%

3
16%

3
16%

10
52%

情報提供（関税動向に関する正確・迅速な情報、各種支援策に関する情報等）
新規事業分野への進出支援
資金繰り支援
その他

4
50%

1
12%

1
12%

1
13%

1
13%

顧客への価格転嫁
自社内でのコスト削減（関税コストの吸収含む）〔人件費以外〕
サプライヤーとの値下げ交渉
新たな販路開拓
その他

Q4：Q1～Q3の内容を通じて、回答時において貴社の経営状況や経営戦略等に大きな影響が及んでいる（又は及ぶことが
見込まれる）場合は、その内容を回答してください。（複数選択可）（回答数12）

Q5：貴社から、県、国、経営支援機関、金融機関等へのニーズがある場合は、回答してください。
（複数選択可、上位４項目まで）（回答数19）

Q3：Q2の事業への影響に対する貴社の対応策（予定含む）について回答してください。（複数選択可）（回答数8）
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